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　SWOT 分析で認識する外部環境分析には前述の PEST 分析が含まれる。また SWOT
分析で認識する内部環境分析においては，人材力・技術力・組織力の分析などに加えて，
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どのように弱みを克服するか，どのように機会を利用するか，どのように脅威を取り除く，
または脅威から身を守るか，という次を考えることがクロス SWOT 分析の目的である（12）。
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　銀行貸出，貸出審査は，銀行・金融機関の営業原則の下で行われる。銀行貸出において




























































年 4 月に帝国データバンクが発表した「2014 年度金融機関の『中小企業への融資方針』
調査」結果によれば，金融機関が重要視するポイントは，「経営者の資質」が 56.4％とトッ
プで，次いで「事業の成長性」が 53.6％，「取引状況全般」が 53.1％，「借入目的・使途」


















































































































































































































































































































































































































































































































































12 月 27 日閣議決定）においても，「経営改善が必要な産業・企業の見極めに資する評価
手法の検討」を政府として行うことが決められた。















　2016 年 3 月に経済産業省経済産業政策局産業資金課が「ローカルベンチマーク『参考














































































































































































（50）藤津勝一［2018a］44-47 ページ。藤津勝一［2018 ｂ］4-25 ページ。中小企業診断
協会編［2004］94 ページ。
（51）中小企業診断協会編［2004］91-92、96-100 ページ、藤津勝一［2018 ｂ］4-25 ページ、
参照。































小企業を取り巻く環境は一層厳しい」『信用金庫』2013 年 1 月、44 ページ）。　
（59）新田信行、前掲金融高度化セミナー講演、日本銀行金融機構局金融高度化センター
［2017］。













（64）新田信行「『人とコミュニティの金融』について」2017 年 7 月 3 日報告、日本金融
機構局金融高度化センター［2017」。頻繁にストライキをやっていないかを見ることも
チェックポイントとなる（リスクモンスター株式会社編［2012］334 ページ）。
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（105）経済産業省経済産業政策局産業資金課「ローカルベンチマークについて」2016 年 3 月。
（106）金融庁「平成 26 事務年度　金融モニタリング基本方針（監督・検査基本方針）」
2014 年 9 月。
（107）第 6 回　日本の「稼ぐ力」創出研究会「ローカル経済圏の『稼ぐ力』創出」（事務
局説明資料）、経済産業省経済産業政策局、2014 年 10 月。
（108）帝国データバンク［2015 ｂ］。　








業省「【最新】ローカルベンチマークツール（2018 年 5 月ツール改訂版）」。経済産業省
経済産業政策局産業資金課・株式会社帝国データバンク「ローカルベンチマーク『参考
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鈴木健二郎［2016b］「事業性評価と『企業特許レポート』～ソフト情報の積極活用の一
例として～」『銀行法務 21』No.807、11 月。



















































（7 月 3 日開催）8 月。
日本銀行金融機構局金融高度化センター［2018］「金融高度化セミナー『金融機関の働き方』」



































































































ビを見ながらマルチタスクをしている割合が，10 人中 7 人にまで増えたことを報告した。
　日本で行われた調査においても，同様の傾向が確認されている。中野（2010）は，2007




には 3 つ以上のメディア利用も含まれており，およそ 4 分の 1 の回答者が 3 つ以上のメ
ディアを同時に使用していた。
　ニールセン株式会社（本社：東京都渋谷区，代表取締役社長兼 COO：武智清訓）は
2013 年，15 歳以上の 3,102 名の男女を対象に行った調査結果を発表している。それによ
れば，複数デバイスの保有者のうち 61％がデバイスの同時利用を経験していた。男女間
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































互作用が確認されていない（Kazakovaetal.2016 の第 1 実験 ;VanCauwenbergeetal.
2014 の実験 1）。JeongandHwang（2016）はこの点を課題としている。また Segijn,
VoorveldandSmit（2017）は，研究の結果が一致していない理由として，関連性概念が
統一されておらず，それぞれの概念に排他性が認められていないためだと述べている。そ
して先行研究に見られる 3 つの関連性のタイプを示している。1 つ目の関連性は「マルチ
―42―
























































































































































　DuffandSar（2015）の実験 1 では AHS（Analystic-HolismScale）尺度 24 項目（Choi,
KooandChoi2007）の回答を用いて，実験協力者が包括的か分析的か，いずれの処理方
法を採用したかを確認したが，実験 2 では実験参加者の気分を誘導することで情報処理方
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4．マルチメディアタスク研究の課題と問題点

































































Smit（2017）の第 1 実験では，PC 画面を二分割あるいは四分割し，スプリット・スクリー
ンで異なるタスクを課すことでマルチメディアタスキングを再現している。日常生活での
マルチメディアタスキング状態とは乖離しているが，こうした方法の妥当性を確認するた
め Segijn,VoorveldandSmit（2017）の第 2 実験では，他の条件を変えずにタブレットを
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　また荒井（2006，26）は，既存の信頼の定義に批判を加えた上で，「個人 A が個人 B を
信頼することは，B の表明したことや（表明しない場合は）社会的に倫理的と考えられる






























































































































































































































































































































































































Barber,B.1983 .The Logic and Limits of Trust.NewBrunswick:RutgersUniversity
Press.
（付記）
　本稿は，2017 年 3 月 27 日に開催された第 16 回慶應義塾大学商学会特別研究報告会に
おける研究報告（論題：「わが国の企業会計制度と日本的経営の変容――信頼の問題を中
心として――」）の内容の一部に加筆，修正したものである。
 （2018.9.20 受稿，2018.10.23 受理）
―68―























　（2） 合憲性審査の枠組みの変化―昭和 61 年判決から平成 16 年大法廷判決まで
4　おわりに
1　はじめに
　平成 29 年 9 月 27 日，最高裁判所大法廷は，平成 28 年 7 月 10 日に施行された参議院議
員通常選挙における選挙区間の最大較差 3.08 倍について，違憲の問題が生じる程度の著










裁量に関する合憲性審査の枠組みが定着した時期（昭和 58 年大法廷判決から平成 16 年大
（1） 最（大）判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 175 頁。本判決については，拙稿「参議院議員通常選挙に対する
選挙無効訴訟―最高裁判所平成 29 年 9 月 27 日大法廷判決―」千葉商大論叢 56 巻 1 号 1 頁（2018 年），松本
和彦「参議院議員定数不均衡訴訟」法学教室 448 号 123 頁（2018 年），只野雅人「参議院選挙区選挙と投票
価値の平等」論究ジュリスト 24 号 198 頁（2018 年），堀口悟郎「平成 28 年参議院議員通常選挙における 1
票の較差」法学セミナー756 号 96 頁（2018 年），千葉勝美「司法部の投げた球の重み―最大判平成 29 年 9
月 27 日のメッセージは？」法律時報 89 巻 13 号 4 頁（2018 年），多田一路「参議院議員選挙における一部合
区後の定数配分規定の合憲性」TKC ローライブラリー・新判例解説 Watch・vol.22（2018 年），齊藤愛「平
成 28 年参議院議員選挙と投票価値の平等」法学教室 450 号 44 頁（2018 年）。平成 29 年大法廷判決で争われ
た平成 28 年の参議院議員通常選挙に関する各地の下級審判決を中心とした論考として，小林直三「一連の
参議院議員定数不均衡高裁判決に関する一考察〜名古屋高裁平成 28 年 11 月 8 日判決を中心に〜」Westlaw
Japan 判例コラム 94 号 1 頁（2017 年）。
―71―



























250 人を地方選出議員として 150 人，全国選出議員として 100 人で構成すると定めた。そ






最大 6 倍までの較差を合憲とする判断を重ねた時期（昭和 58 年判決から平成 24 年判決）とに分類される。
佐々木雅寿『対話的違憲審査の理論』17 頁（2013 年）。
（3） 衆議院に関しては，棟居快行「選挙無効訴訟と国会の裁量―衆議院の選挙区割りをめぐる最高裁平成 25 年
11 月 20 日大法廷判決を素材として―」レファレンス 766 号 5 頁（2014 年），参議院に関しては，同「参議
院議員定数配分をめぐる近時の最高裁判例―最高裁平成 26 年 11 月 26 日大法廷判決を中心として―」レファ
レンス 774 号 1 頁（2015 年）。
―72―




　参議院の議員定数不均衡に関して最高裁判所が初めて判断を示したのは，昭和 39 年 2
月 5 日（以下，「昭和 39 年大法廷判決」とする）である（4）。本件では，昭和 37 年 7 月 1







度（6）」に至った場合には裁量権の限界を逸脱し，憲法 14 条 1 項に違反し無効となると判
決した（7）。











　昭和 25 年公職選挙法は，昭和 46 年に沖縄が復帰したことを受けて，参議院議員選挙に
（4） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 270 頁。本判決については，常本照樹「議員定数判決の構造―議員
定数不均衡（1），（2）」法学教室 211 号 81 頁，212 号 94 頁（1998 年），山本浩三「議員定数不均衡と選挙の平等」
憲法判例百選［第三版］34 頁（1974 年），芦部信喜「議員定数の不均衡と法の下の平等」憲法の判例［第二版］
22 頁（1971 年），同「議員定数不均衡の司法審査」ジュリスト 296 号 48 頁（1964 年），林田和博「公選法別
表第 2 と憲法 14 条 1 項」民商法雑誌 51 巻 5 号 836 頁（1968 年），田口精一「選挙区における議員定数の是
正を求める訴」法学研究 38 巻 3 号 79 頁（1965 年）。
（5） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 29 頁。
（6） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 29 頁。
（7） 東京高判昭 38 年 1 月 30 日行集 14 巻 1 号 21 頁。
（8） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 272 頁。
（9） 最（大）判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 273 頁。
（10）最判昭 41 年 5 月 31 日集民 83 号 623 頁。
（11）最判昭 49 年 4 月 25 日集民 111 号 641 頁，判時 737 号 3 頁（1974 年）。
―73―
合原理映：議員定数不均衡訴訟における合憲性審査の変化に関する予備的考察
ついて沖縄に定数 2 人を置き，地方選出議員が 152 人，全国区選出議員が 100 人という合
計 252 人の議員定数へと改正された。これ以降，参議院に関しては，昭和 57 年まで公職
選挙法の改正は行われなかった。したがって，参議院の議員定数配分規定は昭和 21 年当
時の人口に依拠して作成されたままであり，昭和 39 年大法廷判決では最大較差が 1 対




和 51 年 4 月 14 日の最高裁判所大法廷判決である。昭和 51 年大法廷判決は，後の議員定
数不均衡訴訟において衆議院，参議院に共通する合憲性判断の枠組みの基礎となっている
ため，まずはその判決内容を概観したい。
①　昭和 51年 4月 14 日大法廷判決（12）
　昭和 25 年公職選挙法は，衆議院議員の定数を 466 人とし，中選挙区単記投票制によっ
て選挙するという方式を採用した。昭和 39 年，公職選挙法は，一部の選挙区にみられた
議員定数の不均衡を 2 倍以下に是正することを目的として，定数を 19 人増やして 486 人
へと改正された。ところが，この改正によっても，昭和 47 年 12 月 10 日に行われた衆議
院議員総選挙では，最大 1 対 4.99 の較差が生じていた。このような状況において，昭和
51 年，最高裁判所大法廷は以下のように論じ，昭和 25 年公職選挙法 13 条・別表第 1 の
定める定数配分規定を違憲と判決した（以下，「昭和 51 年大法廷判決」とする）。
　最高裁判所は，憲法 14 条 1 項，15 条 1 項が投票価値の平等の保障を含むと解釈した。
しかし同時に，投票価値の平等は具体的な選挙制度を決める場合の唯一，絶対的な基準と
なるのではないとした。すなわち，憲法が選挙制度の仕組みの具体的決定について原則と






（12）最（大）判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。本判決については，徳永貴志，砂原庸介「『一票の較差』
判決―『投票価値の平等』を阻むものは何か」法学セミナー734 号 60 頁（2016 年），山本一「議員定数不均
衡と選挙の平等」憲法判例百選Ⅱ［第 5 判］336 頁（2007 年），駒村圭吾「選挙権と選挙制度」法学セミナー
683 号 64 頁（2011 年），井上典之「衆議院定数訴訟と投票価値の平等」法学セミナー609 号 91 頁（2005 年），
常本照樹・前掲注（4），高橋和之「定数不均衡訴訟に関する判例理論の現況と問題点」法学教室 42 号 95 頁
（1984），横川博「議員定数配分規定違憲判決」甲南法学 17 巻 1 号 83 頁（1977 年），芦部信喜「議員定数配
分規定違憲判決の意義とその問題点」ジュリスト 617 号 36 頁（1976 年）。



























②　昭和 58年 4月 27 日大法廷判決（16）
　参議院における議員定数不均衡訴訟に戻ると，昭和 58 年，最高裁判所は昭和 52 年 7 月
10 日に行われた参議院議員選挙に関する判決を下している（以下，「昭和 58 年大法廷判決」
とする）。昭和 58 年大法廷判決では，公職選挙法（昭和 57 年改正前のもの）14 条・別表
第 2 の定める参議院地方選出議員選挙に関して，議員一人当たりの選挙人数が選挙区間で





（15）最（大）判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 248 頁。
（16）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決については，辻村みよ子「議院定数不均衡と参議
院の『特殊性』」憲法判例百選Ⅱ［第 2 版］320 頁（1988 年），熊谷道夫「参議院地方区の定数不均衡を理由
とする選挙無効請求訴訟の最高裁判決について」選挙 36 巻 9 号 1 頁（1983 年），久保田きぬ子「参議院地方
選出議員定数訴訟に対する第二の最高裁大法廷判決について」判例時報 1077 号 3 頁（1983 年），野中俊彦「参
議院定数不均衡合憲判決についての若干の考察」判例時報 1077 号 7 頁（1983 年），同「参議院定数不均衡合
憲判決の検討」法学セミナー342 号 16 頁（1983 年），高野真澄「参議院議員定数最高裁判決について」ジュ
リスト 794 号 13 頁（1983 年），松沢浩一「参議院地方選出議員の国民代表性と定数配分規定合憲判決」ジュ









（100 人）と地方選出議員（152 人）とに分け，後者について各都道府県に 2 人を配分し，



















　最高裁判所は，昭和 52 年 7 月 10 日の参議院議員選挙の時点で議員一人当たりの選挙人





（17）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 353 頁。
（18）全国選出議員選挙については，特別の職能的経験を有する者が選出されることを容易にし，職能代表的な色
彩が反映されることが意図されているとされた。
（19）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 353 頁。
（20）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 352 頁。
（21）最（大）判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 354 頁。
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（2）合憲性審査の枠組みの変化―昭和 61年判決から平成 16 年大法廷判決まで




①　昭和 61年 3月 27 日第一小法廷判決（22）
　昭和 61 年第一小法廷判決（以下，「昭和 61 年判決」とする）では，昭和 55 年 6 月 22
日に実施された参議院選挙区選出議員選挙において，最大較差が 1 対 5.37 に及び，かつ
一部の選挙区において逆転現象が生じていることを理由として，公職選挙法（昭和 57 年





れた最大較差 1 対 5.26 が 1 対 5.37 に拡大し，逆転現象が一部選挙区に見られる状況につ
いて，昭和 58 年判決の段階と大きく異なるところがあるとはいえないとして合憲と判断
した。
②　昭和 62年 9月 24 日第一小法廷判決（24）
　昭和 62 年第一小法廷判決（以下，「昭和 62 年判決」とする）では，昭和 58 年 6 月 26
日に実施された参議院選挙区選出議員選挙における議員定数不均衡に関して争われてい




ける最大較差は 1 対 5.56 へと更に拡大し，一部の選挙区における逆転現象も解消されな
いままであった。
　最高裁判所第一小法廷は，参議院の選挙制度の仕組みに関して，昭和 61 年判決と同様に，




（22）最判昭 61 年 3 月 27 日判例タイムズ 604 号 83 頁（1986 年）。本判決については，小林武「参議院議員定数の
不均衡と司法審査の方法―最高裁第一小法廷昭和 61 年判決」南山法学 10 巻 4 号 147 頁（1987 年），辻村み
よ子「投票価値の平等と選挙制度―参議院定数不均最高裁合憲判決」法学教室 71 号 114 頁（1986 年）。
（23）昭和 58 年大法廷判決以降，「二院制の本旨」という表現は判決の中で用いられていない。
（24）最判昭 62 年 9 月 24 日判例タイムズ 667 号 89 頁（1988 年）。本判決については，野中俊彦「参議院選挙区選






③　昭和 63年 10 月 21 日第二小法廷判決（26）
　昭和 63 年第二小法廷判決では，昭和 61 年 7 月 6 日に実施された参議院選挙区選出議員
選挙における最大較差 1 対 5.85 について争われた。参議院の選挙区選出議員選挙におけ




選挙法 14 条・別表第 2 は合憲と判断された。
　本判決には奥野裁判官による反対意見が付されている。奥野裁判官は，投票価値の平等




















（25）最判昭 62 年 9 月 24 日判例タイムズ 667 号 90 頁（1998 年）。
（26）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 88 頁（1989 年）。本判決については，長岡徹「61 年参議院議員
定数不均衡訴訟」『昭和 63 年度重要判例解説』16 頁（1989 年）。
（27）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 89 頁。
（28）最判昭 63 年 10 月 21 日判例タイムズ 707 号 90 頁。
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分規定の合憲性について争われた昭和 51 年判決での「合理的期間」内における是正に関
する説示である。本判決では，公職選挙法 13 条・別表第 1 が衆議院に関しては公職選挙
法施行後 5 年ごとに直近に行われた国勢調査の結果によって定数配分規定を改正すると定










④　平成 8年 9月 11 日大法廷判決（29）
　平成 8 年には，平成 4 年 7 月 26 日に行われた参議院選挙区選出議員選挙に関して，各
選挙区間の議員一人当たりの選挙人数の最大較差 1 対 6.59 と一部の選挙区における逆転
現象が生じていた公職選挙法 14 条・別表第 2 の定数配分規定の合憲性について最高裁判
所による判断が下された（以下，「平成 8 年大法廷判決」とする）。本判決には意見（園部）
と反対意見（大野，高橋，尾崎，河合，遠藤，福田）が付されている。













（29）最（大）判平 8 年 9 月 11 日民集 50 巻 8 号 2283 頁。本判決については，安西文雄「立法裁量論と参議院選挙
区における投票価値の平等」法学教室 196 号 26 頁（1997 年），井上典之「参議院（選挙区選出）議員定数不
均衡訴訟大法廷判決」判例時報 1594 号 184 頁（1997 年），西村枝美「参議院議員定数不均衡訴訟最高裁判決」
法制研究 64 巻 2 号 64 頁（1997），藤野美都子「参議院議員定数不均衡訴訟」判例セレクト’96（法学教室 198
号）10 頁（1996 年），川神裕「公職選挙法（平成 6 年法律第 2 号による改正前のもの）14 条，別表第 2 の参
議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト 1101 号 88 頁（1996 年）。





















⑤　平成 10年 9月 2日大法廷判決（31）
　本件では，平成 7 年 7 月 23 日に施行された参議院選挙区選出議員選挙において，選挙
区間の議員一人当たりの選挙人数の最大較差が 1 対 4.81 であったことが争われた（以下，
「平成 10 年大法廷判決」とする）。
　本件選挙に先立って，平成 6 年に公職選挙法は改正された（以下，「平成 6 年改正公職
選挙法」とする）。平成 6 年改正公職選挙法は，参議院の総定数や選挙区選出議員の定数
など選挙の仕組み自体を変更することなく，選挙区選出議員選挙に関して 7 選挙区で改選
議員定数を 4 増 4 減した。この改正によって，直近の平成 2 年の国勢調査では人口に基づ
く議員一人当たりの最大較差は 1 対 6.48 から 1 対 4.81 に縮小し，逆転現象も消滅した。
また，平成 10 年の国勢調査結果によれば，本件選挙当時の選挙人数を基準とした最大較
差は 1 対 4.97 に縮小した。
　平成 10 年大法廷判決は，昭和 58 年大法廷判決を踏襲している。また直近に行われた平
成 6 年の公職選挙法改正の目的は，選挙制度の仕組み自体を変更することなく，平成 2 年
の国政調査結果に基づいて，できる限り増減の対象となる選挙区を少いまま，昭和 58 年
以来の選挙区間の議員一人当たりの選挙人数の不平等状態を解消することであるとする。
（31）最（大）判平 10 年 9 月 2 日民集 52 巻 6 号 1373 頁。本判決については，小林武「公職選挙法 14 条，別表第 3
の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性−参議院議員定数配分規定不均衡訴訟 1998 年大法
廷判決」判例時報 1670 号 180 頁（1999 年），高見勝利「参議院議員定数配分不均衡訴訟」『平成 10 年度重要
判例解説』18 頁（1999 年），只野雅人「参議院議員定数配分規定の合憲性」法学セミナー534 号 105 頁（1999
年）。
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この改正の結果，平成 2 年の国勢調査結果によると，人口に基づけば最大較差は 1 対 6.48
から 1 対 4.81 に縮小し，逆転現象も解消している。また，平成 7 年の国勢調査結果によ
れば，人口基準では最大較差は 1 対 4.79 に縮小し，選挙人数を基準にすれば，1 対 4.99（改
















⑥　平成 12年 9月 6日大法廷判決（32）
　平成 10 年 7 月 12 日に施行された参議院議員選挙は，平成 6 年改正公職選挙法の定める
定数配分規定に基づいて行われ，1 対 4.98 の最大較差（選挙人基準）と 1 例の逆転現象が










（32）最（大）判平 12 年 9 月 6 日民集 54 巻 7 号 1997 頁。本判決については，西川知一郎「公職選挙法 14 条，別表
第 3 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」ジュリスト 1217 号 108 頁（2002 年），井上
典之「公職選挙法 14 条，別表第 3 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」民商法雑誌
124 巻 6 号 822 頁（2001 年），岡田裕光「参議院議員定数不均衡と人口比例原則―平成 10 年 7 月 12 日選挙
当時における参議院（選挙区選出）議員の定数配分規定の合憲性―」法学ジャーナル 70 号 47 頁（2001 年），
























⑦　平成 16年 1月 14 日大法廷判決（33）
　平成 12 年，公職選挙法は改正され，比例代表が拘束名簿式比例代表から非拘束名簿式
比例代表となり，参議院議員の総定数も 10 人削減（比例代表選出議員を 4 人削減，選挙
区選出議員を 6 人削減）された（以下，「平成 12 年改正公職選挙法」とする）。選挙区選
出議員の削減の目的は，平成 7 年実施の国勢調査結果に基づいて，平成 6 年改正後に生じ
た逆転現象を解消すると同時に選挙区間における議員一人当たりの選挙人数（または，人
口較差）の拡大を防止することにあり，定数 4 人の選挙区の中で人口の少ない選挙区の定
数が 2 人ずつ削減された。平成 12 年改正公職選挙法によって逆転現象は解消したが，平
成 7 年の国勢調査結果による議員一人当たりの人口の最大較差は 1 対 4.79 であり，平成 7
年の国勢調査結果と変わらなかった。さらにこの最大較差は，選挙時には 1 対 5.06（選挙
人基準）に拡大した。　
（33）最（大）判平 16 年 1 月 14 日民集 58 巻 1 号 1 頁。平成 16 年大法廷判決については，拙稿「参議院議員定数不
均衡訴訟における立法裁量論―平成 16年 1 月 14 日最高裁判所大法廷判決を中心にして（1）・（2・完）」千葉
商大論叢 47 巻 1 号 145 頁（2009 年）・47 巻 2 号 151 頁（2010 年），今関源成「参院定数不均衡最高裁判決−
最高裁 2004 年 1 月 14 日大法廷判決をめぐって」ジュリスト 1272 号 88 頁（2004 年），常本照樹「参議院に
おける選挙区選出議員定数配分の合憲性」民商法雑誌 131 巻 1 号 112 頁（2004 年），新井誠「参議院議員選
挙をめぐる 2 つの最高裁大法廷判決」法学セミナー594 号 68 頁（2004 年），姜光文「最高裁判所民事判例研
究（民集 58 巻 1 号）」法学協会雑誌 123 巻 5 号 1024 頁（2006 年）。
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　平成 12 年改正公職選挙法の下で行われた平成 13 年 7 月 29 日の参議院議員通常選挙に
ついて，平成 16 年 1 月 14 日，最高裁判所大法廷は平成 12 年改正公職選挙法が採用した
非拘束名簿式比例代表制の合憲性と同法 14 条・別表 3 の参議院選挙区選出議員の議員定
数配分規定の合憲性についてそれぞれ判決を下した。本判決には，選挙区選出議員の議員



























（34）東京高判平 14 年 10 月 30 日民集 58 巻 1 号 133 頁。
（35）最（大）判平 16 年 1 月 14 日民集 58 巻 1 号 64 頁。





























































































































 （2018.9.20 受稿，2018.11.11 受理）
（40）棟居・前掲注（3）レファレンス 774 号 15 頁。
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商事 1924 号 4 頁以下参照。
（35）東京地裁平成 22 年 5 月 27 日判決（判時 2083 号 148 頁）参照。
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面」が掲げられていたことから（旧商法 374 の 2 ①三），「債務の履行の見込みがあること」
が会社分割の効力要件であると解されていた。これに対して，会社法では，事前開示事項
についての規定は会社法施行規則に移され，同規則の文言も「債務の履行の見込みに関す













題―会社分割法制のなかで，できる限りの手当を望みたい」金法 1924 号 41 頁以下，郡谷大輔「『会社法制
の見直しに関する要綱』を踏まえた実務の検討（4）　詐害的な会社分割における債権者の保護」商事 1982
号 15 頁以下，竹田奈穂「濫用的会社分割において法人格否認の法理の適用が否定され詐害行為取消権の行
使が認められた事例」法と政治 63 巻 4 号 229 頁以下参照。
（37）郡谷大輔 = 岩崎友彦「会社法における債権者保護」相澤哲編著『立案担当者による新・会社法の解説』〔別




部の対応」土岐敦司＝辺見紀男編『濫用的会社分割』162 頁の脚注 17 及び 165 頁以下（商事法務 2013）参照。
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（40）綾克己「濫用的会社分割の分水嶺」債管 137 号 151 頁以下など参照。


























　被告新シュガーは，平成 21 年 6 月 5 日開催の臨時株主総会において，払込金額を 1 株
当たり 100 円，払込期日を同年 7 月 1 日として合計 2 万 7000 株（払込金額の合計 270 万円）
の株式を発行した。このうち，被告Ａが設立し，代表取締役を務め，事実上休眠状態となっ
ている C 社に 2 万 5830 株を，D に 840 株を，E 社に 330 株を，それぞれ割り当てる旨を
決議し，同年 7 月 1 日，その旨の募集株式の発行（以下「本件新株発行」という）を行っ
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〔裁判所の判断〕
　法人格否認の法理及び実質的同一性の議論に関する部分に絞って，東京地裁平成 24 年






















































（2）福岡地裁平成 23 年 2月 17 日判決（判タ 1349 号 177 頁）
〔事案の概要〕















・分割会社は，その株式の 70% を有する A を含む親族がすべての株式を所有する完全な
同族会社であったこと
―94―
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・被告ら分割承継会社 3 社の代表取締役 B（A の妻）は，経営に関与した経験が全くなかっ
たこと







































会社と分割承継会社の実質的同一性に着目している。すなわち，福岡地裁平成 22 年 1 月






























新聞社 1973），岩﨑政明『ハイポセティカル・スタディカル租税法〔第 3 版〕』40 頁以下（弘文堂 2010），酒
井克彦『ステップアップ租税法』323 頁以下（財経詳報社 2010）参照。
―96―
















原告が，被告に対し，国家賠償法 1 条 1 項に基づき，上記財産の価額に相当する積極損害
額及び逸失利益に相当する消極損害額等の支払を求めた事案である。
〔裁判所の判断〕





























































































（45）下井隆史「判批」判時 1070 号 220 頁参照。
（46）荒木・前掲注（10），433 頁以下，菅野・前掲注（11），717 頁，水町・前掲注（11），151 頁以下参照。この辺り
の議論については，金久保・前掲注（20），25 頁以下も参照。



























（48）西谷敏「判批」法雑 32 巻 1 号 164 頁，奥山・前掲注（32），165 頁以下など参照。
（49）松岡浩「労働関係における法人格否認論と企業間の実質的同一性の理論」別冊判タ 5 号 93 頁，奥山明良「親










































































記Ⅳの詐害的会社分割事案に係る東京地裁平成 24 年 7 月 23 日判決，前記Ⅴの租税滞納処











（51）片木晴彦「会社法重要判例をひもとく　第 1 回　法人格否認の法理」法教 367 号 92 頁。
（52）例えば，新旧両会社の法人格の実質的同一性を否定する一方で，新会社において旧会社が営んでいたものと
同一の事業を承継しているという評価を行うことはありえよう。参考として，第一交通産業（佐野第一交通）
事件の大阪高裁平成 19 年 10 月 26 日判決参照。この問題については，菅野・前掲注（21），151 頁以下，米津・
前掲注（19），217 頁の脚注 62，本久洋一「判批」労働判例百選〔第 8 版〕147 頁も参照。
（53）野田・前掲注（26），14 頁以下参照。





































解に立ち，同法理の実定法上の根拠は，会社法 3 条の適用を制限するところの民法 1 条 3 項を始めとする何
らかの規範という以上には特定できない。
（56）この点に関する有益な論稿として，差し当たり，江頭憲治郎『会社法人格否認の法理』（東京大学出版会



























法 132 条の 2 との関係で濫用に値すると評価されるリスクがある。形式上，新旧両会社の
法人格は異なるものの実質的に同一性を保持しているという実体があるのであれば，法人















（57）ここでは，株主相互金融における株主優待金の許否が争われた最高裁昭和 43 年 11 月 13 日最高裁大法廷判























格の否認」家近正直編『現代裁判法大系 17　会社法』11 頁以下（新日本法規出版 1999）も参照。
（59）高岸直樹「新設分割の方法によるいわゆる第二会社に対する法人格否認に関する一考察」地域政策研究 16
巻 4 号 51 頁以下，同「判批」税務事例 47 巻 5 号 77 頁以下参照。






　国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁決（裁決事例集未登載）は，組織再編成に係る租












































京大学出版会 1968）103 頁から 107 頁。
（2） See,MaxM.Edling,PeacePactandNation:An international interpretationof theConstitutionof the
UnitedStates,PastandPresentno.20,OxfordUniversityPress（2018）.斎藤眞『アメリカ革命史研究』（東













作にはじまり，「新しいブリテン史」を唱え始めた 70 年代半ばから 80 年代以降のポーコッ

























law，legalizationof theconstitution―1798 年 SeditionAct をめぐる論争を中心に』早稲田法学会誌 60 巻 2
号（2010）53 頁から 103 頁。
（5） Edlingsupranote2,at281-303. こうした，植民時代の大西洋圏を視座に入れた研究動向の紹介としては，












者の集団的なアイデンティティや利益の保護であり，union に加入した states に戦争を避
ける手段や，アナーキーな国際社会における紛争解決の手段を提供するものだとする。
1787 年の合衆国憲法制定会議は，アナーキーを union に置き換える動きであった（9）。
　そして，共和主義は，戦争という外的要因によって惹き起こされる，states の中央集権
化によって危機に瀕することから，共和主義を保つためには，北米アメリカの良好な国際

























































トたちがやがて自立を志向するに至り，empire の中から states が生じ，やがて，クレオール・エリートた
ちはアメリカの独立を主導した。そうしたニューヨーク州のクレオール・エリートたちは，独立後には，ア















































































































































































出版　2018）173 頁から 178 頁。
―114―






















ストーリーの『合衆国憲法釈義』の理論的な中核部分である，第 3 巻 3 章「憲法の性質―
それは契約なのか」（NatureoftheConstitution–WhetheraCompact），第 3 巻 4 章「憲
法的紛争における最終的判断者，解釈者は誰か」（WhoIsFinalJudgeorInterpreter in






































































































































（46） 大久保　前掲註 30 173 頁から 175 頁。Story supranote18,vol.3at166-168.
―118―






























から考察し，初期アメリカ合衆国における nation と state のあり方，その相互関係などを
明らかにする。
―120―

































































































































































































































































ビスとして 2014 年 10 月，埼玉県上尾市にてスタートした。










（8） 日本経済新聞 2017 年 5 月 18 日「軽度介護新手法が低調―住民主体型 4% どまり担い手不足」
―126―





























は原則として 500 円／30 分であり，このうち半額は支援者への謝礼金，残りの半額は運営費に充当
される。利用者が支援者にもなる「助けたり助けられたり」の関係性をつくることを目指している。
展開地域 JR 上尾駅西側エリア（埼玉県上尾市谷津，富士見，柏座，弁財）（2018 年 7 月現在）
運営主体 一般社団法人セーフティネット（代表：清水さえ子）
サービス
開始時期 2014 年 10 月
利用者数 20 人（2018 年 7 月現在）　※主な年齢層は 70～80 代





































































































































































































































































（11） 総戸数 499 戸。高齢化率は 31.2％（2018 年 4 月現在）と全国平均を上回っており，安心して住み続けられる
マンション・ライフをめざした高齢者支援が重要な課題となっている。
―132―
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後藤祐一（2009）「戦略的協働の理論的枠組み」，『經濟學研究』第 58 巻第 4 号，pp.319-
330．
後藤祐一（2015）『戦略的協働の経営』白桃書房．
Janowicz-Panjaitan,M., andNoorderhaven,N.G.（2009） “Trust,Calculation, and







叢』，第 53 巻，第 2 号，pp.117-134．
齊藤紀子（2017）「社会的課題解決のためのセクター間協働―境界連結者個人からはじま





















セーフティネット　https://sites.google.com/site/safetynetageo/　（2018 年 2 月 21 日確
認）
上尾・アブセック（上尾地区ビジネス・キャリア・エンジョイサークル）http://www.
ageocci.or.jp/abcec/index.html（2018 年 6 月 3 日確認）
厚 生 労 働 省「介 護 予 防・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業」http://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000074126.html（2018 年 6 月 3 日確認）
ヤマトホールディングス「2016 年度ハイライト　高齢者を宅配便で見守る」






 （2018.7.27 受稿，2018.10.11 受理）
―140―
























第 3 章　評価困難な無形資産の譲渡とガイドラインパラ 6.192 の調整
第 1 節　ガイドラインにおける HTVI
第 2 節　事後的な利益水準に基づく調整及びその適用除外が導入された場合の論点①




















千葉商大論叢　第 56 巻　第 2 号（2018 年 11 月）pp. 143-199
はじめに―問題の所在と研究の方向性




















　具体的には，第 1 章では無形資産の範囲についての考察，第 2 章では無形資産の移転等
に伴う利益の価値創造に沿った配分についての考察，第 3 章では無形資産のうち，評価困
難な無形資産の譲渡に焦点を当て移転価格ルールが導入された場合の問題点について事例
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　我が国では，租税特別措置法通達 66 の 4（3）-3（比較対象取引の選定に当たって検
討すべき諸要素等）（注）1 に，「売手又は買手の果たす機能の類似性については，売手











法人税法施行令第 13 条第 8 号イからソにおいては，以下のとおり規定されている。




（2） BEPS 無形資産関連論文等については，青山慶二「BEPS における移転価格問題について」租税研究 783 号
310 頁（2015），吉村政穂「移転価格税制と無形資産‐BEPS 最終報告書の公表を受けて」租税研究 797 号
471 頁（2016），望月文夫「OECD の無形資産と今後の展開について」租税研究 802 号 393 頁（2016），宮武
敏夫「OECD ガイドライン―第 6 章無形資産に対する特別の配慮の 2015 年 10 月 5 日付全面改正について」
租税研究 803 号 160 頁（2016），藤枝純＝角田伸広『移転価格税制の実務詳解 BEPS 対応から判決・事例まで』
中央経済社（2017），渡辺智之「所得相応性基準」日本機械輸出組合国際税務研究会（2017）
 https://www.jmcti.org/trade/bull/zeimu/book/shotokusououseikijun.pdf，
 吉村政穂「第 4 章移転価格税制の強化（無形資産の移転を中心に）」日本税務研究センター編『税源浸食と
利益移転（BEPS）対策税制-日税研論集 73 号』43 頁日本税務研究センター（2018）などがある。





































（4） 2010 年 OECD ガイドラインパラ 6.2，6.3 及び 6.4 参照
 なお，改正趣旨説明として上野嘉一「『移転価格事務運営要領（事務運営指針）』及び『連結方法に係る移転
価格事務運営要領（事務運営指針）』の改正について」国際税務 26 巻 6 号 31 頁（2006）
―146―
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3．考察






第 3 章　評価困難な無形資産の譲渡とガイドラインパラ 6.192 の調整
　ガイドラインパラ 6.189 に評価困難な無形資産（‛HardtoValueIntangible‘，以下「HTVI」
という。）の定義，パラ 6.190 にその特徴，パラ 6.192 に HTVI への「事後的な利益水準に
基づく調整」，及びパラ 6.193 にパラ 6.192 の適用除外が記されている。
　本章では，第 1 節でこれらの内容を概観し，第 2 節以下で問題点等を考察する。本章で
は，基本的に HTVI の譲渡に焦点を当てる。
第 1 節　ガイドラインにおける HTVI
　本節では，ガイドラインにおける HTVI の定義と特徴，HTVI への事後的な利益水準
に基づく調整，及び適用除外を概観し，検討すべき問題点を抽出する。
1．HTVI の定義と特徴














・パラ 6.189 の HTVI の定義に当てはまる，関連会社へ一時金支払いにより譲渡され
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第 2 節　 事後的な利益水準に基づく調整及びその適用除外が導入された場合の論点①
―HTVI の定義及び HTVI に該当しない無形資産の取り扱いの明確化
1．HTVI の定義の明確化の必要性























































































































　2017 年ガイドラインパラ 6.192 では，「事案ごとの事実及び状況に基づき，かつ，第
3 章 B.5 節の指針を考慮して，このアプローチの適用に関する情報については複数年度
の分析が適切かもしれない。」とされ，複数年度のアプローチが示されている。また，








（7） アドビシステムズ事件高裁判決（東京地裁平成 19 年 12 月 7 日判決，東京高裁判決平成 20 年 10 月 30 日（平
成 20 年（行コ）20 号））




ケティング無形資産について法人税法 22 条 2 項を使って日本法人からアイルランド法人に対してマーケ
ティング無形資産の無償譲渡あったと認定して譲渡益課税を行うアプローチの可能性を述べられている（太
田洋＝手塚崇史「近時の移転価格裁判例の動向（第 1 回）」租税研究 723 号 170 頁（2010））。
―154―
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　検討対象期間については，原則としてパラ 6.193 ⅳ）のとおり 5 年を基本として考え










































改正により，「第 7 章の 2　国税の調査」が新たに行われたことにより，一つの「調査」
が終了し，修正申告，更正等があった後には，「新たに得られた情報に照らし非違があ
ると認められるとき」（通則法 74 の 11 ⑥）以外の再調査ができないような規定が設け









税通則法第 7 章の 2（国税の調査）関係通達 5-7（「新たに得られた情報」の意義）によ
ると，国税通則「法第 74 条の 11 第 6 項に規定する『新たに得られた情報』とは，同条






















たに得られた情報」とは（国税通則法 74 条の 11 第 6 項）」国際税務 38 巻 1 号 85 頁（2018）
―156―
























HTVI の譲渡に係る調査が再調査となる場合は，パラ 6.192 の「実際の結果」及びその
確認資料が「新たに得られた情報」と解されよう。また，仮に，無形資産の譲渡から 1，







　第 1 期首に内国法人から国外関連者へ HTVI の譲渡を行う。その HTVI の予測利
益は 15 年間で 150（10 × 15 年）とし，5 年間の「実際の結果」及び 15 年間の「実際
の結果」の変化に応じて検討を行う。無形資産の譲渡後 5 年間を対象に税務当局によ
り調査が行われると想定する。
（前提 1）HTVI の譲渡（第 1 期首）後直ちに非関連者から当該 HTVI に係る収入








（前提 2）（前提 1）を基に税務当局によりパラ 6.192 の事後的な利益水準に基づく












製薬業では，我が国では，候補物質の探索から販売までだいたい 10 年から 18 年と
言われており（11），このうち，初回治験届出から承認までに約 6 年（2016 年時点）

















（11）日本 SMO 協会 HP より　http://jasmo.org/ja/business/flow/index.html















【設例 1】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→上方乖
離 20％超
　譲渡後 5 年間の実際の結果は 100（20 × 5 年間）であり予測 50 から 20％超の上
方乖離し，その後 10 年間で 200（20 × 10 年間）を計上した結果，15 年間の実際
の結果の合計は 300 となり予測合計 150 から 20％超上方乖離した場合。
【設例 2】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→一致（乖
離 20％以内）
　譲渡後 5 年間の実際の結果は 100（20 × 5 年間）であり予測利益合計 50 から
20％超上方乖離したが，その後 10 年で 50（5×10 年間）しか計上できず，15 年
間の実際の結果の合計は 150 となり予測利益合計 150 と一致した場合。
　【設例 1】及び【設例 2】において，HTVI の譲渡後 5 年が経過した時点でその 5
年間を対象として予測 50（10 × 5 年間）と実際の結果 100（20×5 年間）との乖離が
20％を超えていたため，100 を基に税務当局により調整が行われたと仮定する。【設
例 1】は，実際に 15 年間 20 ずつ得るケースであり，15 年間の合計でも 20％超の
上方の乖離があるため 5 年間の課税の合理性が認められるが，一方で【設例 2】では，





乖離が 20％以内であるにも関わらず，譲渡後 5 年間合計で予測と実際の結果が
20％乖離があるときには課税が行われ，逆に，15 年間合計で予測と実際の結果と

























　ガイドラインパラ 6.192 の事後的な利益水準に基づく調整においては，5 年を経
過した時点で 20％超の乖離があった場合には，その 5 年間の実際の利益水準に基
づいて 15 年間の利益水準を算定し譲渡価格を算定される可能性も否定できない。





【設例 3】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％以内　15 年間の実際の結果→上方
乖離 20％超
　譲渡後 5 年間において予測を少し上回る程度の 55（11×5 年間）を計上したも
のの，その後 10 年間で 200（20 × 10 年間）を計上した結果，15 年間の実際の結
果の合計は 255 となり予測利益合計 150 から 20％超の上方乖離がある場合，除
斥期間の問題は上記（2）と同じである。5 年間を対象とした調整，及び 15 年間
を対象とした調整は行われないが，上記【設例 1】【設例 2】と同じく，除斥期間
が優先となるのはやむを得ない。
【設例 4】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→下方乖
離 20％超
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　以下，我が国の現行の規定が，ガイドラインパラ 6.192 の事後的な利益水準に基
づく調整の導入と整合的か検討をを行う。








【設例 5】5 年間の実際の結果→下方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→下方乖
離 20％超
　譲渡後 5 年間の実際の結果の合計が 35（7 × 5 年間）となり予測利益合計 50 から
20％超下方乖離があり，その後 10 年間で 70（7×10 年間）を計上した結果，15 年
間の実際の結果の合計が 105 となり予測利益合計 150 から 20％超の下方の乖離が
あるケースは，譲渡価格を誤って算定した可能性があるが，5 年間で 20％の下方の
乖離がある場合，我が国の現行の規定では対応できない。
　ここで，現行の我が国の加算のみの制度はパラ 6.192 及びパラ 6.193 と果たして
整合的なのか疑問が生じる。確かにパラ 6.192 では「事後的な利益水準に基づく調
整」，またパラ 6.193 ⅳ）では「非関連者からの当該 HTVI に係る収入が初めて生
























【設例 6】5 年間の実際の結果→下方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→上方乖
離 20％超
　譲渡後 5 年間は実際の結果の合計が 10（2 × 5 年間）であり予測利益合計 50（10×
5 年間）から 20％超の下方乖離があり，その後 10 年間で 200（20×10 年間）を計上
















　ガイドライン 6.193 ⅳ）には，「非関連者からの当該 HTVI に係る収入が初めて
生み出された年から 5 年の商業期間が経過」と示されている。
　非関連者からの HTVI に係る収入が初めて生み出された年から 5 年（ないし 6
年）とするのか，HTVI の譲渡から 5 年（ないし 6 年）とするのかによって大きく
異なる。すなわち，我が国では，HTVI の譲渡価格の課税を行う場合には，当該
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第 4 章　適用されうる算定手法 










































































































HTVI の場合，「信頼できる比較対象取引が存在しない場合」が HTVI の要件となる
と，先述のとおり取引単位によって信頼できる比較対象取引が存在することになる場
合，パラ 6.189 の HTVI に該当しなくなるというより大きな問題が内在しよう。
（15）デロイトトーマツフィナンシャルアドバイザリー合同会社編『第 3 版 /M&A 無形資産評価の実務』154 頁
清文社（2016）




















































































 なお，近時の OECD 議論では，米国の影響を強く受けているとの評価がある（神山弘行「無形資産と課税 -

















































































（26）マッキンゼー・アンド・カンパニー『企業価値評価　第 6 版［下］』99 頁ダイヤモンド社（2016）




































する。5 年～10 年間の予測には，営業利益率など主要なバリュードライバーの予測を行い，11 年以降は継続
価値（残価価値）の算式により予測を行うこともある（前掲注 27・172 頁）。
（32）前掲注 14・104 頁　
（33）前掲注 19・47 頁　PPA の設例参照　　
（34）前掲注 14・93 頁　　
 なお，伊藤邦雄『新・企業価値評価』316 頁日本経済新聞社出版（2014）でも一般的に 10 年物長期国債を
用いることが多い旨述べられている。
 外国のリスクフリーレートについては，例えば米国企業を評価する場合 10 年物ストリップス債を使用し，
欧州企業を評価する場合 10 年物国債が望ましいとされている（前掲注 27・334 頁）
（35）前掲注 19・36 頁
―170―
















　我が国では，平成 23 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度より最も適切な方法（ベ
ストメソッド）が採用されている（措法 66 の 4 ②）。
　ただし，基本三法の適用における比較可能性が十分である場合は，基本三法を選定
（独立価格比準法の適用における比較可能性が十分である場合は，独立価格比準法
法を選定）することとされており，独立価格比準法（措法 66 の 4 ②一イ）＞その他
の基本三法（措法 66 の 4 ②一ロ，ハ）＞基本三法に準ずる方法その他政令で定める


























































































（40）措置法令第 39 条の 12 第 8 項 1 号ハ，措置法通達 66 の 4（3）-1（5）































　例えば，A 社及び A 社の国外関連者である B 社により HTVI が共同開発され，
A 社の持分を B 社に譲渡した場合など，当該 HTVI の価格を全体として「独立価








価として，裁判所は「1 兆 2086 億 0127 万円（売上高の特許の設定登録時における価値）×1/2（競合会社に
本件特許を実施許諾していれば上記売上高の少なくとも 2 分の 1 は競合会社である豊田合成やクリー社によ
り販売）× 20％（想定実施料率）× 50％（発明者の貢献度）＝ 604 億 3006 万円」と判断した（東京地裁平成
13 年（ワ）第 17772 号特許権持分等確認請求事件，平成 16 年 1 月 31 日判決）。その後，平成 17 年 1 月 11



































































第 5 章　 将来の予測に基づく無形資産の価格の算定を巡る論点 
―アマゾン事件判決を例に
　本章では，Amazon.comInc.&Subsidiaries,Petitioner.v.CommissionerofInternational









（52）本判決の評釈等として，例えば，望月文夫「米国アマゾン事件判決と CUT 法の適用」租税研究 814 号 196
頁（2017），濱田明子「米国 Amazon に対する所得相応性基準の適用とその問題点 Application for
CommensuratewithIncomeStandardtoUSAmazon」税務事例 50 巻 4 号 92 頁（2018），一高龍司「米国
租税裁判所の Amazon 判決の紹介」ジュリスト 1516 号 37 頁（2018）
―176―
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　2005 年，米国アマゾンと AEHT はライセンス契約及び割当契約を締結し，米国ア
（53）費用分担契約の論文として，増井良啓「技術生産活動と移転価格‐研究開発費用の共同拠出に関する議論の
鳥瞰」金子宏編著『国際課税の理論と実務―移転価格と金融取引』148 頁有斐閣（2010），岡村忠生「無形
資産の課税繰延べ取引と内国歳入法典 482 条（一）（二・完）」民商法雑誌 118 巻 4・5 号 610 頁，118 巻 6 号
803 頁（1998），本庄資「国際課税米国法人税制（第 11 回）無形資産・費用分担契約・サービス―移転価格
税制（3）」租税研究 719 号 253 頁（2009），一高龍司「費用分担契約と取引単位の問題について」租税研究







のバイインペイメントとして同年から 7 年間で約 2.27 憶ドル，また，割当契約でマー
ケティング無形資産（ヨーロッパ事業に関連するトレードマーク，トレードネーム，
ドメインネーム）及びヨーロッパ顧客情報等の情報のバイインペイメントとして






























れ IRS が敗訴した Veritas 事件判決（VeritasSoftwareCorporation&Subsidiaries,SymantecCorporation
（Successor in Interest toVeritasSoftwareCorporation&Subsidiaries）,Petitionerv.Commissionerof
InternalRevenue,Respondent,133T.C.No.14）との事実関係の差異も主張している。
―178―









・2024 年までの 20 年間の価値は $3.067bil
・それ以降の価値は $399mil


































































察―ザイリングス事案及びベリタス事案―」租税研究 734 号 266 頁（2010），渕圭吾「ヴェリタス事件米国
租税裁判所判決」中里実編著『移転価格税制のフロンティア』341 頁有斐閣（2011），手塚崇史＝森信夫「最
近の米国コストシェアリング裁判事例について」国際税務 30 巻第 5 号 55 頁（2010）等がある。
―180―




に）約 7 年であり，その後の減価により 2011 年末までにはわずかな価値














































ために CUT を用いることに信頼がおけることには合意し，また，裁判所が CUT が








　CUT による比較対象取引として米国アマゾンと顧客との M.com を用い，以下の
主張を行った。
① M.com 契約の主要手数料率には，ウェブサイト技術だけでなく付随的なサービ
スも含まれているため，12 の M.com の手数料率を用いこの部分を修正減し，そ
の結果，1.4％～4.4％，中央値は 3.3％とした。










　CUT による比較対象取引として M.com を用いることは原告と同じであるが，以
下の通り主張した。
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②2005 年～2024 年までのロイヤルティ率は 4％で一定とし，更に恒久的な支払を
反映した「最終価値」を付加した。












有していた Target 社の契約を適切に考慮していたが，その 4％には付随的
な部分が含まれているため，その主張には問題がある。
・当該 4％の手数料率は AEHT との費用分担契約 18 か月後の 2006 年 7 月に
改定され，売上高に応じた段階的な手数料とされ，さらに支払額に上限が設
定された。4％から付随的な部分を差し引く修正のため，原告は 2006 年 7 月
の改定の際の「扱い（dealdecks）」を用いて 2.05％に修正しているが，こ
の改定は 2005 年 1 月時点で 4％だった手数料構造を引き下げるものであり，
原告の主張はこの事後的な改定に比重を置きすぎている。
・Target 社が最適な比較対象である一方，文書による記録が不完全ではある
が，少なくとも（修正後の）ロイヤルティ率は 2005 年 1 月の契約からみて 4％
未満であり，2006 年 7 月の契約からみて 2.05％よりも十分に高い水準と結
論付けられる。


































/2010 年 1 月時点の全体のソースコード）で評価する手法を用いいくつかの
計算を行い，そのうちで最も緩やかな減価曲線を主張した。被告は「存続」













・基準となる収入について，2005 年～11 年においては AEHT の経営計画に依
拠しつつ，それ以降は，原告は成長率 50％減少手法を用いる一方，被告はそ
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んの減損（goodwill impairment）」の将来推計と，第三者である投資アナリ
ストが費用分担契約締結後の 2013 年 10 月に準備した報告書に依拠している。
・被告の推計が依拠している「のれんの減損」推計は，そのやり方からして信
頼のおける将来の収益を示したものとはいえず，また「のれんの減損」も投










いる。また，被告は DCF 法においては 18％の割引率を用いた。被告も最終
的には 18％に合意したため，18％に決する。
第 3 節　考察























　なお，本件では，裁判所は CUT が適用可能な比較対象取引の存在を認め CUT を







直接課税の根拠とはならないが裁判等で上記第 2 節 1. でみたような主張がなされる
可能性は否定できない。
2．CUT
　IRS は三つの無形資産を一体として DCF 法を適用し課税処分を行ったが，裁判所
で否定された。これは，IRS のバイインペイメントの算定額には費用分担契約締結以
降開発された資産の額が入っていたことが大きな理由であり，裁判所は原告の主張で






















（64）前掲注 5・TDK 事件採決の他，本田技研工業株式会社事件判決（東京地裁平成 26 年 8 月 28 日判決（平成
23 年（行ウ）164 号），東京高裁平成 27 年 5 月 13 日判決（平成 26 年（行コ）347 号））
―186―


































（66）今治造船高裁判決（松山地裁平成 16 年 4 月 14 日判決，高松高裁平成 18 年 10 月 13 日判決，最高裁平成 19









　2005 年～11 年においては AEHT の経営計画に依拠しつつ，それ以降は，原告は成










































































































　次に，ガイドラインパラ 6.184 及びパラ 6.185 の再交渉等に基づく修正が我が国
に導入されるのであれば，明確な適用要件が必要である。
―190―





























しても，第 4 章第 2 節 4. で述べた通り，少なくとも同時期に行われた「同種の事業」





















































































2 章‐移転価格税制における無形資産の扱い」日本税務研究センター編『移転価格税制の研究 - 日税研論集
64 号』65 頁日本税務研究センター（2013））。この他，納税者の反論の機会を失う「不公正」な処分である









































（74）前掲注 64・本田技研工業株式会社事件判決において，原告は，課税処分時の措置法通達 66 の 4（5）-5 に定め
られていた残余利益分割法の適用につき租税法律主義違反と訴えたが地裁及び高裁で斥けられた。
―194―
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結びに代えて―事後的な利益水準に基づく調整規定の導入に当たっての私見









































青山慶二「BEPS における移転価格問題について」租税研究 783 号（2015）
吉村政穂「移転価格税制と無形資産―BEPS 最終報告書の公表を受けて」租税研究 797 号
（2016）
望月文夫「OECD の無形資産と今後の展開について」租税研究 802 号（2016）












運営要領（事務運営指針）』の改正について」国際税務 26 巻 6 号（2006）
太田洋＝手塚崇史「近時の移転価格裁判例の動向（第 1 回）」租税研究 723 号（2010）
品川芳宣『国税通則法の理論と実務』ぎょうせい（2009）
竹内茂樹＝白樫恵「移転価格に関する再度の調査―「新たに得られた情報」とは（国税通
則法 74 条の 11 第 6 項）」国際税務 38 巻 1 号（2018）
デロイトトーマツフィナンシャルアドバイザリー合同会社編『第 3 版 /M&A 無形資産
評価の実務』清文社（2016）
神山弘行「無形資産と課税―近年の国際的潮流とその課題」租税研究 761 号（2013）





望月文夫「米国アマゾン事件判決と CUT 法の適用」租税研究 814 号（2017）
濱田明子「米国 Amazon に対する所得相応性基準の適用とその問題点 Application for
CommensuratewithIncomeStandardtoUSAmazon」税務事例 50 巻 4 号（2018）
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岡村忠生「無形資産の課税繰延べ取引と内国歳入法典 482 条（一）（二・完）」民商法雑誌


















































日本公認会計士協会　経営研究調査会研究報告第 57 号「無形資産の評価実務―M&A 会
計における評価と PPA 業務―」（2016）https://jicpa.or.jp/specialized_field/files/2-3-57-
2a-20160621.pdf







TDK 事件国税不服審判所採決（平成 22 年 1 月 27 日採決）
アドビシステムズ事件判決（東京地裁平成 19 年 12 月 7 日判決，東京高裁判決平成 20 年
10 月 30 日）
本田技研工業事件判決（東京地裁平成 26 年 8 月 28 日判決，東京高裁平成 27 年 5 月 13 日
判決）
今治造船事件判決（松山地裁平成 16 年 4 月 14 日判決，高松高裁平成 18 年 10 月 13 日判決，
最高裁平成 19 年 4 月 10 日上告棄却・不受理決定）






 （2018.9.20 受稿，2018.11.21 受理）
―198―
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〔抄　録〕
　2015 年，OECD による BEPS（BaseErosionandProfitShifting：税源浸食と利益移転）
プロジェクトの「移転価格税制と価値創造の一致　行動 8-10」最終報告書が取りまとめ



























　中村教授は，Dual Tracking は Excel 等の表計算ソフトを利用し関数などに習熟すれば











（1） Dual Tracking という概念は，Bartley J. Madden が，新しい医薬品の早期利用を可能にするために政府主体
の医薬品承認だけでなく，患者自身が薬効を検証する方法を用意する方法として主張した。
 https://www.heartland.org/news-opinion/news/economic-rewards-of-dual-tracking（2018 年 3 月 29 日現在）




















Excel は，1,048 千行，16 千列のデータを扱える（5）。中村教授は，監査実務において 2,550
千件の仕訳データを対象として CAAT を実施したとしている（6）。1 件のデータを 1 行の
データとして扱う Excel を利用すれば，その半数の仕訳データについて，一度の作業で
Dual Tracking を実施することが理論的に可能である。
　Dual Tracking により財務諸表を作成するために必要な Excel の関数は，SUMIFS 関数
一つである。元帳を作成するためには，IF 関数，OR 関数，SMALL 関数，VLOOKUP










（5） https://support.office.com/ja-jp/article/Excel- の仕様および制限 -1672b34d-7043-467e-8e27-269d656771c3　
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ここでは B3 から B14 を借方科目と名前をつける。名前をつけたことで，B3：B14 と表示
されるこの範囲は絶対参照となる。名前を引数とすることで当該セルは，関数をコピーし
ても同じセル番地を参照するようになる。





























































の取引番号が A 列，借方科目が B 列，借方金額が C 列，貸方科目が D 列，貸方金額が E
列であり，仕訳データの右側に抽出された取引番号を記入する F 列を設ける。引数の理
解を容易にするために F3 から F14 の範囲を「該当取引番号」と名付ける。
　元帳作成の対象となる勘定科目を H2 のセルに記載する。ここで作成する元帳の勘定科
目「現金」が記入される。
　この F 列に，IF 関数と OR 関数をもちいて次の記述をする。
＝IF（OR（B3=$H$2，D3=$H$2），A3，””）
　IF 関数の論理式に OR 関数をもちいることで，複数の条件の一つでも満たしていれば，
真の場合に指定の引数が表示され，どちらにも該当しなければ，偽の場合の指定の引数が
表示される。






　元帳として出力を求める勘定科目が記入された H2 のセルを H 列 1 行のそれぞれに $






























検索値が記された A 列を 1 番目として数えるので，この科目を表示するには仕訳データ















　表記する元帳の勘定科目は H2 に入力されているので，H2 に一致するのかしないのか
図 8　作成される元帳
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を条件として VLOOKUP 関数の戻り値を示すのか，空白を示すのかを指定する。元帳行
数 1 について各項目の関数を示すと以下のようになる。各項目の式を必要な行数まで複写




























　前章で示した Excel を利用した方法によれば，Dual Tracking は，実現可能である









































（12） R. GENE BROWN “Change Audit Objective and Techniques” Accounting Review, October 1962, 2004, pp. 
696-701。
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れる。1881（明治 13）年，東京には 23 校の私立学校が簿記教育をおこない（15），10 年後
の 1890（明治 23）年には 47 校を数えるようになる（16）。
　商法講習所（現一橋大学）が設立されるのは，1875（明治 8）年であった。翌年には，

























































（21） Edwin S. Hunt “The medieval super-companies: a study of the Peruzzi Company of Florence” New York: 
Cambridge University Press, 1994, p. 105.
 清水廣一郎『中世イタリア商人の世界』平凡社，1982，pp. 22-27。







（24） R. Gene Brown “Changing Audit Objectives and Techniques.’’ Accounting Review. October 1962. p. 697。
（25） American Accounting Association, A statement of Basic Accounting Theory, American Accounting 
Association, 1966, p. 10。
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　本学の中村元彦教授は，『IT 会計帳簿論』において Dual Tracking という監査手続を提
言した。本研究ノートでは，中村教授が Excel 等の表計算ソフトを利用し関数などに習熟
すれば可能であるとした Dual Tracking をおこなうための仕訳データから財務諸表や元



































　MOA 自然農法文化事業団「平成 22 年度有機農業基礎データ作成事業報告書」によると，




（1） さんぶ野菜ネットワークの取り組みについては，代表の T 氏（2014 年 11 月），事務局長の S 氏（2014 年 8 月，
12 月）に実施したインタビュー調査の内容に基づいている。
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おり，日本農業の動向とは異なる構造を形成している。さらに，農林水産省「有機農業を
めぐる事情」（平成 30 年 3 月）によると，有機農家の年齢構成は 60 歳未満が約半分を占め，
平均年齢 59.0 歳は農家全体の 66.1 歳と比べて若い。有機農業は若い世代から支持されて
おり，そのなかでも非農家出身の新規参入者（5）は象徴的な存在といえる。
　新規就農者（6）は 1990 年の 15,700 人が最も少なかったが，その後増加傾向にあり，農林
水産省「新規就農者調査」によると，ここ 10 年ほどは 5～6 万人前後を推移している。
2016 年は 60,150 人であった。そのなかで新規参入者の推移を見ると，2007 年が 1,750 人，
2016 年が 3,440 人で顕著な伸びを示している。

























（6） 新規就農者とは，「新規自営農業就農者」「新規雇用就農者」「新規参入者」の 3 者を指す。新規自営農業就
農者とは農家世帯員で，調査期日前 1 年間の生活の主な状態が「学生」から「自営農業への従事が主」になっ
た者，及び「他に雇われて勤務が主」から「自営農業への従事が主」になった者をいう。新規雇用就農者とは，















農家数は減少傾向にある。合併後の 2010 年と比較すると，総農家数は 341 戸減少している。
その内訳は，自給的農家が 14 戸増加する一方で，販売農家が 355 戸と大きく減少している。
販売農家のうち，専業農家は約 37.1％である。千葉県の約 30.6%，全国の 33.3％よりも若
干割合は大きいが，大半は第 2 種兼業農家と自給的農家が占めている。
　基幹的農業従事者の平均年齢は 65.4 歳で，2010 年の 64.8 歳と比べると高齢化が進んで
いる。表 2 を参照すると，60 歳以上が 72.9％，70 歳以上が 41.8％を占めている一方で，







山武市 1,801 669 383 749 608
千葉県 44,039 13,474 7,168 23,397 18,597
全国 1,329,591 442,805 164,790 721,996 825,491
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」より筆者作成
注：販売農家とは，経営耕地面積が 30a 以上又は農産物販売金額が 50 万円以上の農家をいう。自給的農家とは，経営耕地面
積 30a 未満かつ農産物販売金額が年間 50 万円未満の農家をいう。専業農家とは，世帯員のなかに兼業従事者が 1 人もい
ない農家をいう。第 1 種兼業農家とは，農業所得を主とする兼業農家をいう。第 2 種兼業農家とは，農業所得を従とする
兼業農家をいう。
表 2：年齢別基幹的農業従事者数（2015 年，人）
15～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳以上 計
山武市 1 44 125 189 441 919 839 398 2,956
千葉県 30 977 2,520 3,990 8,152 20,909 19,353 9,168 65,099


















































　1988 年 11 月には，静岡県伊豆長岡で開かれた第 1 回有機農業全国農協交流集会に S 氏
のほか，園芸部の部長と副部長も出席し，翌 12 月に有機部会を設立した。設立時の部会








































　大地を守る会との取り引きは 1989 年 5 月から開始し，全量買い上げが実現した。当時





















　ひとつは，事務局員を安定的に雇用できる体制づくりである。2001 年 4 月から有機
JAS 認証制度が本格的に始まり，有機部会も認証の取得を進めたが，販売先の多様化に
伴い，栽培管理記録や提出書類の作成など煩雑な作業が増加していた。
　当初は S 氏が支所長の仕事をしながら，机の隣に FAX を置いて取り引き先との出荷量
（13）大地を守る会は，1975 年に大地を守る市民の会として発足し，翌年名称を大地を守る会に変更した。団地で
開催した青空市，共同購入システムの構築，全国で初めて有機農産物の個別宅配に取り組むなど有機農産物
の流通を切り開いてきたパイオニアである。2017 年 10 月に同じく食品の宅配サービスを手掛けるオイシッ
クスと経営を統合し，2018 年 2 月にはらでぃっしゅぼーやを子会社化した。現在の商号は，オイシックス・
ラ・大地株式会社である。
―222―
千葉商大論叢　第 56 巻　第 2 号（2018 年 11 月）







　以上のような理由から，2005 年 2 月に有機部会の直販組織としてさんぶ野菜ネットワー
クを設立し，農協から受発注業務だけを独立させて事務局員を雇用できる体制を整備した。
さんぶ野菜ネットワークは農協内に事務所を借り，受発注業務はさんぶ野菜ネットワーク，
農産物の集出荷は農協という二重体制が続いていたが，2011 年 11 月に新社屋と集出荷場，
冷蔵貯蔵施設を建設したことにより，農協から完全に独立した。
　さんぶ野菜ネットワークの現状を整理すると，2017 年時点で組合員が 61 名（正組合員：
46 名，準組合員：15 名），登録圃場は 87ha である。年間販売高は，約 4 億 9,000 万円に
のぼる。
　主な生産品目は人参（5 月～7 月・10 月～12 月），大根（3 月～6 月・10 月～12 月），レ
タス類（3 月～5 月・10 月～1 月），里芋（10 月～3 月），落花生（11 月～2 月），小松菜（年
中），ホウレンソウ（3 月～7 月・10 月～3 月），水菜（年中），トマト類（5 月～11 月），ピー
マン類（5 月～10 月）で，年間 60 品目以上の野菜を周年出荷している。














ている。新規参入者の平均年齢は 40 歳ほどで，30 代半ばまでサラリーマン生活を経験し

















































用事業（15）（農林水産省）に 6～7 万円をプラスし，ひと月あたり 15 万円ほどの給料を支払っ
ている。これは研修生が近くにアパートを借り，通いの研修になるため，最低限の生活が
保障できる金額である。














する実践研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 2 年間），②新法人設立支援タイプ：新規就業者に対する
新たな法人設立に向けた研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 4 年間（3 年目以降 60 万円）），③次世代経
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